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第7章 技術及びシステムの研究開発

第1節 概 況

情報の流通を担 う通信メデ ィアの うち,最 もポピュラーなものとして,郵

便,電 話 放送,新 聞等があげ られる。このほか,種 々の形で情報の流通が

行われているが,電 気通信はこれ ら情報流通の主要部分を担 うものであ り,

社会経済活動の発展に伴ない,電 気通信に対するニーズの多様化,高 度化は

著しいものがある。

これらのニーズにこたえるために,電 気通信における技術及びシステムの

研究開発が 目夜 しのぎを削って進め られてお り,我 が国においても近年その

発展は目覚ましく,世 界の トップレベルに肩を並べつつある。

まず,シ ステムを支える基礎的な分野においては,固 体素子の開発を中心

とする電子技術があり,こ の分野における大きな目標の一つに超大規模集積

回路(超LSI)の 開発がある。これは,コ ンピュータ等の情報処理機器の飛

躍的な小型高性能化を実現するのみならず,新 しい情報処理システムのニー

ズにこたえる大きな可能性を有するものである。 また,伝 送路 として銅線に

かわ り,ガ ラスを材料とし,低 損失,広 帯域,無 誘導かつ小型軽量等,数 々

のメリットを有する光ファイバ ケーブル,及 び光通信システム構成に必要な

各種機能を有する光回路デバイスの開発実用化等革新的な技術開発が進んで

いる。

次に,広 汎な分野の技術的集約の上に立つシステムの一つである宇宙通信

システムの分野では,今 後増大する通信需要及びニーズの多様化に対処 し,

かつ災害時における通信系の確保を図ることを目的とした通信衛星システム

の導入に必要な技術を開発し,技 術基準を確立するために,実 験用中容量静

止通信衛星が打ち上げ られた。 また,将 来の各種の放送需要に対処 し,かつ,

実用放送衛星システムの導入に必要な技術開発のために,実 験用中型放送衛
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星が打ち上げ られた。

また電波に対する電離層の影響を観測 し,電 波の有効利用等に資するため

の電離層観測衛星をはじめ,気 象衛星,科 学衛星,技 術衛星等が打ち上げら

れ,そ れぞれの目的のために実験開発が進め られている。

電波の有効利用面においては,使 用可能周波数帯のひっ迫に対 処 す るた

め,未 利用周波数帯の開拓 として,大 容量伝送が可能な準 ミリ波以上の高い

周波数帯,更 セこは,光 領域を用いる光通信の実用化のための研究開発が進め

られている。一方,現 在既に使用 されている周波数帯における電波の利用効

率を高めるための多重化,狭 帯域化,共 用化等の技術開発 も進め られ てい

る。

また,最 大の情報流通メデ ィアの一つといわれているテレビジョン放送及

びFM放 送 の分野においては,ニ ーズの多様化に対応 し,放 送用周波数の

有効利用を図る目的か ら,音 声,文 字情報,静 止画及びファクシミリ等の多

重放送の実用化へ向けての開発実験が進め られている。

その他,新 しい通信システムとして,コ ンピュータネヅトワークを 形成

し,多 彩かつ高度なサービスを効率的に提供するために必要な,高 速かつ高

品質なデータ通信システム,及 び従来加入電話回線によっては困難であった

漢字,図 面,そ の他の画像情報の伝送を可能とし,情 報処理の効率化,省 力

化等に威力を発揮する画像通信システム,並 びにこれ らに必要なデバイスの

開発実用化が進められている。

以上のごとき研究開発は,社 会の多様化と互いに助長 し合って,そ の成果

は今後ますます多彩に発展 してゆくものと思われる。

本章では,こ のよ うな電気通信に関する技術及びシステムの研究開発につ

いて,我 が国の関係研究機関において進め られている主なものを,以 下に述

べることとする。

これ らの研究開発を進めている我が国の研究機関としては,次 のようなも

のがある。

郵政省にはその附属研究機関 として,電 波研究所があ り,そ の規模は,研
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究者252名(52年 度末現在,以 下同じ),52年 度予算は歳出約54億4千 万円,

国庫債務負担行為約2億4千 万円である。また,電 電公社,NHK及 び国際

電電もそれぞれ研究部門を持っている。

電電公社には,研 究開発本部のほか,武 蔵野,横 須賀,茨 城の各電気通信

研究所があ り,研 究者総数1,918名,52年 度予算約541億 円である。NHK

には,総 合技術研究所及び放送科学基礎研究所があり,研 究者495名,52年

度研究費約46億1千 万円である。国際電電研究所は,研 究者154名,52年 度

研究費約26億3千 万円である。

また,研 究機関ではないが,郵 政大臣の諮問機関として24名 の委員及び

195名 の専門委員か らなる電波技術審議会があ り,電 波の規律に必要な技術

に関する事項について調査審議を行っている。

第2節 基 礎 技 術

1大 規模集積回路

大規模集積回路は,通 信機器の小形軽量化,経 済化,高 信頼化等が図れる

ものとしてコンピュータはもとより電気通信技術全般に大きく貢献すること

が期待され,そ の高集積化のための研究開発が進められてお り,数mm角 に

4Kピ ット,16Kビ ットの記憶容量を持つメモ リが実用化され,電 子 交 換

機,情 報処理装置等に導入が図られている。

電電公社においては,微 細パターン形成技術等高集積化の研究が進められ

てきてお り,6mm角 当 り64Kビ ヅトの記憶容量を持つ超LSIメ モ リ(MOS

形ランダムアクセスメモ リ)が 世界に先がけて開発され,実 用化に大きく前

進している。

また,こ の技術を更に発展させ,電 子 ビーム露光技術を適用 して,高 性能

で低消費電力の128Kビ ットの読出専用メモリ(ROM)の 開発に成功してい

る。これは現在世界で最も高集積化が進んだROMで ある。
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2磁 気 バ ブル

磁気バブルは,不 揮発性(電 源が切れても情報が 消失しない),高 記憶密

度,低 消費電力のほか機械的可動部分がないなど,従 来の記憶素子にない特

徴を持っているため,コ ンビ_一 タや電子交換機等の磁気 ドラム ・磯気ディ

スク等に代る新 しいファイルメモ リとして期待されている。

電電公社においては,材 料から装置にわたる研究が進められてお り,64K

ビットのチップを用いて小形化 ・高信頼化を図った2Mビ ット磁気パブルユ

ニヅトが非常災害対策用の大容量可搬形電話局装置用ファイル記憶装置とし

て実用化されている。同チ ップを用いて,4Mビ ットの磁気バブル装置も試

作 されている。また,材 料 ・回路 ・集積化技術の研究成果をもとに,パ ブル

径1.5μmの256Kビ ットチ ップの試作も行われている。

3パ ター ン情報処理

コンピュータの入出力や交換機への信号送出は,タ イプライタや電話機の

ダイヤル等によ り行われているが,こ れを人間の自然なコミューケーション

手段である音声や文字を用いて可能 とするためのパターン情報処理の研究が

進め られている。

音声認識については,入 力された音声の周波数スペク トルパターンを標準

パターンと比較 して分析し,単 語を識別する方式が研究されている。また,

音声合成では,線 形予測係数等音声の特徴パラメータを用いる方式が主に研

究 され,こ れ らの研究成果をもとに,会 話音声でコンピュータと対話できる

実験用の質問回答システムが試作され研究が進められている。

文字認識については,活 字及び手書きの数字,英 字,カ ナ文字認識の開発

が進め られてお り,更 に漢字認識の研究も進められている。文字の識別方法

としては,文 字線と背景の白地の両方から文字の特徴を抽出して識別する位

相構造化法の開発が行われてお り,高 性能で経済的な文字読取装置の実用化

が期待されている。
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第3節 宇宙通信 システム

1宇 宙通信の現状

(1)国 際 動 向

国際通信用 の衛星通信 システ ムとしては,世 界102か 国(1978年6月 現在)

の参加す るインテルサ ヅト及び ソ連,東 欧圏を中心 とす るインタースプー ト

ニク(加 盟国数9)と がある。

インテルサ ットは,1965年4月 に大西洋上 に打 ち上げた第1号 衛星(ア ー

リーバー ド)を は じめ として,H号 系,皿 号系を順次商用 に供 して きた。現

在は,IV号 系 及びW-A号 系 衛星に よって グローバ ル ・システ ムが構成 され

ている。 また,増 大す る通信需要を満たすた め,電 話1万2,000回 線 及びテ

レビ2回 線 の容量を有す るV号 系衛星が1979年 以 降大西洋地域 か ら順次導入

されることとな っている。

イソ タースプー トニクは,ソ 連の国内通信衛星用 として打ち上げた長楕円

軌道を回るモルニア衛星を利用 して きたが,近 年,ソ 連が打ち上げた静止通

信衛星 ラ ドガも利用 して,東 欧諸国を対象 とした衛星通信 を行 ってい る。 な

お,ソ 連 は,1980年 までに国内通信及 び国際通信用 として,合 計10個 の ラ ド

ガを打ち上 げる予定 であ る。

海上通信につ いては,従 来の短波 を使 った無線通信を改善す る 手 段 と し

て,国 際的 な海事衛星通信 システムの導入が検討 されてきたが,1976年9月

13目 「国際海事衛星機 構(イ ンマルサ ッ ト)に 関す る条約」及び 「同運用協

定」が採択 され署名のため開放 された。我が国は,1977年3月22日,条 約に

署名 し,同 年11月25日 受託書 を寄託 した。

また,航 空通信 システムにつ いて は,1974年 以来,共 同 エアロサ ット評価

計画が,米 国,カ ナ ダ及び欧州宇宙機関(ESA)の 共 同で進め られ て き た

が,米 国内の事情 に よ り,同 計画は大幅な後 退を した。
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このような国際通信における衛星の利用に加えて,近 年は国内通信に衛星

を導入する国が増加 してきている。

カナダは,1972年 以来,3個 のアニクAを 運用 してきたが,1978年 末に

は,ア ニクAの2号 衛星 と置換するアニクBの 打上げが,更 に将来は増大す

る通信需要に対処するため,14/12GHz帯 を使用するアニクC2個 の打上げ

がそれぞれ計画されている。

米国では,1974年 以来,ウ エスター衛星,サ ットコム衛星,コ ムスター衛

星が順次打ち上げ られ,そ れぞれ,国 内衛星通信が構成されている。また,

SBS(サ テライ ト・ビジネス ・システム)社 も1980年 に自前の衛星を打ち上

げることを計画 している。更に,米 国は,1976年 にマ リサ ットを大西洋,太

平洋及びインド洋上に打ち上げ,海 事衛星通信サービスを行っている。

欧州においては,1978年5月ESAが 軌道試験衛星(OTS)を 米国に依頼し

て打ち上げているほか,海 上移動通信のためのマ レックス衛星(MARECS),

ヨーロッパ各国を対象 とする地域通信衛星(ECS)等 の計画を進めている。

発展途上国においても国内通信衛星の導入計画が進んでおり,既 にインドネ

シアでは,1976年 及び1977年 にそれぞれパラパ1号 及びH号 を米国に依頼し

て打ち上げ,運 用を開始している。アラブ諸国は,域 内諸国の電気通信需要

を満たすため,ア ラブ地域衛星通信網計画を推進 しているが,1976年4月,

その運営主体となるアラブ衛星通信機構が発足 し,1981年 運用開始を予定 し

ている。また,イ ンド及びイランもそれぞれインサ ット及び ゾフラ衛星を外

国に依頼して打ち上げる計画であ り,中 国も1980年 ごろまでに実験用通信衛

星STW2個 の打上げを計画 している。 このほか,イ ンテルサ ット衛星の ト

ランスポンダを一部国内用に賃借使用 して国内通信の改善にあてる国も増加

している。

放送衛星の分野 で は,米 国 は,1974年 に打ち上げた 応用技術衛星6号

(ATS-6)を 使って世界初の衛星放送実験を行 った。

一方,カ ナダが米国の 協力を得て1976年1月 に打ち上げた通信技術衛星

(CTS)は,将 来の放送衛星を目指して技術開発された高出力衛星で,こ れ



第7章 技術及びシステムの研究開発 一331一

を使って各種の放送実験が行われた。なお,NHKは,NHKが 開発した衛

星放送用12GHz帯 受信機を使 って この受信実験に参加し,注 目を浴びた。

ソ連は,1976年10月,静 止放送衛星エクランを打ち上げ,UHF帯 の電波

を使ってシベリア及び極北地方に向けてテレビジョン放送実験を行 っ て い

る。

このほか,ヨ ーロッパ,イ ンド,ア ラブ諸国等も放送衛星計画を進めてい

る。

通信,放 送以外の実利用分野では,気 象衛星,地 球観測衛星,航 行衛星等

が打ち上げ られている。

このような世界各国における宇宙通信のめざましい発展に対応 して,制 度

面からの検討が進め られている。 国際電気通信連合(ITU)は,1963年 以

来,宇 宙通信に関する関連規定の整備を行ってきたが,1977年 には放送衛星

に関する世界無線通信主管庁会議が行われ,第 一地域及び第三地域の放送衛

星用の周波数割当計画等が作成された。この結果,我 が国は,東 経110度 の

静止軌道上に8個 の放送衛星用周波数が確保された。ITUの 機関の一つで

ある国際無線通信諮問委員会(CCIR)に おいても静止軌道及び周波数の有

効利用,宇 宙通信に関する技術等の検討が進められている。また,国 際連合

の宇宙空間平和利用委員会においては,直 接放送衛星の利用を規律する原則

の作成作業が進められるとともに,1978年1月,ソ 連のコスモス954号 がカ

ナダに墜落 したことから,原 子炉とう載衛星の規制についても検討が始めら

れることになっている。

(2)国 内 動 向

我が国の通信,放 送分野の衛星については,2項 で述べるとお りで あ る

が,こ れら以外にも,技 術試験衛星,静 止気象衛星,科 学衛星等が打ち上げ

られている。

このような我が国の人工衛星の開発は,内 閣総理大臣の諮問機関である宇

宙開発委員会が国として統一ある方針のもとに作成する宇宙開発計画に基づ

いて推進される。52年 度決定の宇宙開発においては,前 年度決定 に引き続
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き,第4号 及び第6号 から第8号 までの科学衛星,静 止気象衛星2号(GMS

-2) ,実 験用静止通信衛星(ECS),技 術試験衛星皿型(ETS一 皿)及 び技

術試験衛星IV型(ETS-IV)の 開発を引き続き進めること並びに測地衛星1

号(GS-1)及 び海洋観測衛星1号(MOS-1)の 開発研究を行 うことが

決定されている。

これらの人工衛星及び人工衛星打上げ用 ロケ ットの開発 と打上げは,宇 宙

開発計画に基づいて,宇 宙開発事業団及び東京大学(科 学研究の分野の人エ

衛星及び その打上げ用 ロケット)が 行 うが,GMS「 ひまわ り」,CS「 さく

ら」,BS「 ゆ り」については,各 衛星の重量 と我が国で開発 しているロケッ

トの打上げ能力との関係上,米 国航空宇宙局(NASA)に 依頼 して打ち上げ

た。

宇宙開発事業団は,技 術試験衛星1型(ETS-1)「 きく」,電離層観測衛

星(ISS)「 うめ」に続き,52年2月23日 には技術試験衛星H型(ETS-H)

を国産のN-Pケ ッにより種子島から打ち上げ,東 経130。 の赤道上空約

3万5,800kmに 静止させた。 これには,ミ リ波発振器がとう載され電波研

究所が52年5月9日 から約1年 間にわた り電波伝搬実験を実施し,実 験用静

止通信衛星(ECS)打 上げに先立ち,有 効なデータが得られた。

また,53年2月16日 には,電 離層観測衛星(ISS-b「 うめ2号 」)を 打ち

上げた。

このほか静止気象衛星(GMsrひ まわ り」)は,52年7月14日 に,米 国ケ

ープカナベラルの東部打上げ射場から打ち上げられ,東 経140度 に静止 した。

この衛星からは,現 在,有 効な画像が地上に送 らている。

宇宙開発委員会が,53年3月 に決定 した宇宙開発政策大綱は,当 面15年 程

度の間における我が国の宇宙開発活動の指針を与えるものである。

また,電 波技術審議会においては,宇 宙通信システムにおける電波の有効

利用及び監理に必要な技術的条件について検討が進められてお り,52年 度に

は,前 年度から調査審議が重ねられていた 「固定地点間通信への通信衛星の

利用技術」及び 「デー一タ中継を中心とする衛星間通信技術」について,そ れ
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それ答申が行われた。

2実 験用通信衛星の開発

実験用中容量静止通信衛星(CS)計 画は,将 来の国内通信需要の増加と通

信形態の多様化に対処するため,実 験衛星システム導入に必要な技術を開発

し,技 術基準を確立することなどを目的としたものである。

CSは,52年12月15日(日 本時間),米 国航空宇宙局(NASA)に より米

国フロリダ州ケープカナベラルの東部打上げ射場から打ち上げ られ,「 さく

ら」と名付けられた。

トランスファー軌道から静止軌道への投入,こ の間における姿勢制御,軌

道制御は,宇 宙開発事業団が行い,12月24目 の最終軌道制御により衛星は,

東経135度 の赤道(ニ ューギニア島西北方)上 空 約3万5,800kmの 位置に

静止した。

53年に入って,衛 星各部の性能,機 能の点検等いわゆる初期段階試験が開

始されたが,ミ ッシ ョン機器の試験は電波研究所鹿島支所のCS主 局の無線

設備を用いて行われた。

定常段階の各種実験は,郵 政省が電電公社の協力を得て53年5月15目 から

約3年 間にわた り行われる。

地上施設は,電 波研究所鹿島支所の主固定局兼運用管制局(CS主 局),電

電公社横須賀電気通信研究所の副固定局をはじめ,仙 台の簡易型固定局(準

ミリ波用),可 搬局,日 本各地を移動する車載局(マ イクロ波用及び準 ミリ

波用),そ の他にSCPC(Singlechannelpercarrier=簡 易な地球局によ

る方式)実 験装置,電 界強度測定装置等があるが,こ れらを用いて各地で各

種の実験を計画に従って実施 してゆくことになっている。

実験用静止通信衛星(ECS)は,53年 度冬期(54年2月 ごろ)打 上げを目

標に宇宙開発事業団によ り衛星の製作が進められ,フ ライ トモデル,プ ロト

フライ トモデルとも製作を終えた。郵政省は,電 波研究所鹿島支所に設置す

る主局及び同研究所平磯支所に設置する副局を用いて実験を行 うことになっ
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てい るが,設 備 の整備は順調に進め られてい る。

3実 験用放送衛星の開発

実験用中型放送衛星(BS)計 画は,将 来の各種の放送需要に対処するた

めに,実 用放送衛星システムの導入に必要な技術開発 と技術基準を確立する

ことなどを目的 としたものである。

BSは,53年3月24日(日 本時間)CSと 同様,ケ ープカナベラルから打

ち上げられる予定であったが,ロ ケットの点検等のため4月8日 に延期され

た。

BSは,打 上げに成功 した後,「 ゆ り」と名付けられ,4月26日 東経110度

の赤道(ボ ルネオ島カリマンタン西端)上 空 約3万5,800kmの 位置に静止

した。

宇宙開発事業団による約3か 月の初期段階試験を経て郵政省はNHKの 協

力を得て,53年7月20日 から定常段階の各種実験を開始 した。 この実験は約

3年 聞にわた り行われる。

地上施設は,電 波研究所鹿島支所の主送受信局兼運用管制局(BS)主 局,

NHKの 可搬A型 送受信局(組 立型),可 搬B型 受信局(車 載型),受 信専門

局A型(高 感度型),受 信専門局B型(中 感度型),受 信専門局C型(車 載電

測型),簡 易受信局等があるが,こ れらを用いて 各地で各種の実験を計画に

従 って実施 してゆくことになっている。

4電 離層観測衛星の開発

電離層観測衛星(ISS-b)は,53年2月16日,宇 宙開発事業団(NASDA)

の種子島宇宙センター大崎射場からN巨 ケヅト4号 機により打ち上げられ,

ほぼ予定の軌道に投入されて 「うめ2号 」と命名された。NASDAに よる初

期軌道決定データによれば,軌 道諸量は近地点977km,遠 地点1,222km,軌

道傾斜角69.4度,周 期107分 であった。本衛星は 「うめ」で生 じた蓄電池温

度の異常上昇による衛星機能の停止の原因を検討 した結果,電 源系統の改修
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を施 したものである。打上げ後,約2か 月聞の初期運用段階では,NASDA

の種子島増田追跡管制所等による同衛星の運用を郵政省電波研究所が支援す

る形で進められ,NASDAに おいてはビームの展開,ス テム ・アソテナの伸

展等の初期管制,衛 星各部の動作状態(ハ ウス ・キーピング ・データ)の 監

視等を,ま た電波研究所では,ハ ウス ・キーピング ・データの主要項 目の監

視 と観測機器によるデータの評価を主に実施 した。その結果ではとう載テー

プレコーダの記録再生,観 測機器の動作,遅 延観測等を含む一連のテス トを

ほぼ順調に終了し,4月24日 から定常運用業務に供されている。

ISSの 主要観測項目は,① 電離層の臨界周波数の世界的分布の観測,② 電

波雑音の世界的分布の観測,③ 電離層上部のプラズマ特性の測定,④ 電離層

上部の正イオン組成の測定,の4項 目で,こ れらの観測結果を用いて短波通

信等に影響を与える電離層の電離状態等を監視して,電 磁環境の は握 を行

い,短 波通信の効率的運用に必要な電波予報,警 報に利用するとともに電離

圏内における電波現象,電 波伝搬に関する物理的研究にも資することにして

いる。

本衛星では,限 られた地球局(電 波研究所鹿島支所等)で しかデータが取

得できないため,衛 星の一周期分の観測データをとう載,テ ープレコーダに

記録 し,地 球局の可視範囲内で全記録分を地上に降ろすことができ,ま た,

観測経度を任意に選択す るため,観 測記録開始時刻を遅延 コマソドで指示で

きるよう設計されている。

5衛 星通信の研究

(1)通 信 方 式

郵政省電波研究所鹿島支所においては,50年 度以来離島通信,非 常災害時

の通信あるいは移動通信等,小 規模地球局衛星通信に有効な周波数拡散ラン

ダム接続(SSRA)通 信方式の改良について研究を進めている。従来のSSRA

通信方式の欠点は,同 時通信可能局数が少ないことで あ るが,改 良方式で

は,誤 り訂正符号の導入によ り,信 号対雑音比の改善及び通信容量の増大が
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期待される。52年 度において,こ れらの成果を採 り入れた装置の試作に着手

したが,4～6dBの 改善が得られるものと考えられる。この装置は実験用中

容量静止通信衛星(CS)に よるSSRA関 連実験に使用される。

また,ミ リ波(Kバ ンド)と センチ波(Cバ ンド)切 換方式による時分割

多元接続(TDMA)通 信について検討を行い,降 雨時における回線断の特性

を明らかにし,ま た簡易化TDMA方 式についての考察を行 った。これにつ

いても,今 後CSに よ り実験を行 う。

一方 ,技 術試験衛星H型(ETS-H)「 きく2号 」に とう載 した発振器 に

よる電波伝搬実験は順調に行われ,当 初の予定の半年間を更に延長 して一年

間続けられた。取得された資料は,Kバ ンドからC,Sバ ンドにわた り多彩

なものとな り,興 味のある結果が多く得られてお り,こ の実験の有意性を示

している。この成果を基に,CSを はじめとす る衛星による伝搬実験を進め,

実験結果を参考に した降雨減衰 シミ_レ ータの開発と試作を行 った。 これ

は,今 後各種 ミリ波衛星通信方式の比較研究に使用される。

(2)管 制

郵政省電波研究所鹿島支所では,人 工衛星の運用管制技術に関する実験 と

研究を行って来たが,実 験用中容量静止通信衛星(CS)及 び実験用中型放送

衛星(BS)の 管制に関しては,既 に習得 した基礎技術に加えて,小 型で高精

度の衛星軌道決定プログラム(KODS)の 開発が行われた。この方式は,小

型コンピー一タによる短時間処理ができる扱い易いものである。これらの技

術,研 究を活かして,CS及 びBSの 運用管制実験を行 うことにしている。

将来の衛星運用管制システムについては,そ の省力化と高性能化が望まれ

る。このために電離層観測衛星運用管制 システムを改修,拡 張 し,移 動衛星

のみならず静止衛星も同時に運用管制ができるシステムを開発 し,53年 度打

上げ予定の実験用静止通信衛星(ECS)に よって実験を行 うために,施 設の

整備が進められている。

さらに,低 高度の移動衛星を対象 として,デ ータの中継を効率的に行 うた

め,静 止衛星を中継局として 利用する追跡型データ中継衛星システム(TD
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RSS)に ついての調査研究が行われた。

(3)高 精度姿勢検出及び制御

衛星通信,科 学探査等の分野における適信需要の増大と通信形態の多様化

に伴って,宇 宙通信においてもミリ波帯の高利得アンテナや.マ イクロ波帯

のマルチスポットアンテナが用いられるようになると,電 波のビーム幅が狭

くなるので,従 来以上に精度のよい姿勢検出と制御が必要となる。高精度の

姿勢制御ができれぽ,更 に電波 ビームを狭めることにより,周 波数の空間的

再利用が可能となるので,電 波の有効利用にもつながる。

このため,郵 政省電波研究所では,レ ーザを利用 した衛星の三軸姿勢決定

方式を提案し,国 際無線通信諮問委員会(CCIR)に おいても姿勢センサ の

一方式として採択された
。 このシステムの基礎実験は51年度から始ま り,レ

ーザ送信部 と受信部(姿 勢検出部)を 試作 して,種 々の条件でシステムの特

性を求めるためのシミュレーシ ョンを行っている。 この結果,シ ステムの有

効性が確かめられつつある。また,こ のシステムの特徴は高精度のみならず

一方向からのレーザ光受信で姿勢の三要素を決定 して しまうことができるの

で,早 期実用化のための研究を進めている。

(4)ミ リ波通信

ミリ波を衛星通信に利用しようとする場合,電 波伝搬上の最も大きな問題

は降雨減衰 と降雨による交差偏波識別度の劣化である。

降雨減衰は,電 波伝搬路上の降雨域の各部分において電波の受ける減衰の

積分効果 として現れるものであるが,こ の現象を一層詳細に究明するため,

郵政省電波研究所では,新 方式の降雨 レーダを同鹿島支所に設置 し,技 術試

験衛星H型(ETS-H)「 きく2号 」をはじめとする一連の各種通信衛星実験

に備えるとともに 降雨による交差偏波識別度の劣化問題についてETS-II

によるミリ波伝搬実験を進めた。

ETS-Hは,我 が国最初の静止衛星であるが ,こ の衛星は,53年 度に打上

げが予定されている実験用静止通信衛星(ECS)の ために,静 止軌道への投

入技術の習得等を目的 としてNASDAで 計画されたが,郵 政省はこれを用
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いてECSの 予備実験を行 うためビーコン送信機のとう載をNASDAに 依

頼した。電波研究所では,ETS-Hか ら送信される3波(1.7GHz,11.5GHz,

34.5GHz)の 位相のそろったビーコン電波を利用 して,52年5月9日 から実

験を開始した。

本実験の特徴は,広 い周波数範囲の電波を対象とした伝搬実験であるとと

もに,降 雨レーダを駆使 して 雨域構造 と電波伝搬特性の関係を正確に は握

し,ECS計 画で行 うスペースダイバシチ実験の貴重な資料を得ることである

が,特 に,52年8月 には例年にな く降雨が多く,降 雨とミリ波伝搬性につい

て予想以上の豊富なデータを取得し,ま た,台 風が近 くを通過 したため,台

風時の伝搬特性ぽかりでなく地上局の運用等についても貴重な経験を得た。

これは,通 信回線の設計等に重要な意味をもつ減衰の累積確率,継 続蒔間率

等,ま た35GHz帯 では世界で初めて取得された注 目すべきデータも得られ

たことなど所期の目的を達するに十分な成果が得 られ,関 係方面から大きな

期待が寄せられている。なお,本 実験はETS-Hの 打上げ成功と相まって,

53年5月 上旬まで続けられることになった。

(5)多 ビーム衛星最適利用ソフ トウェア

将来打ち上げられる衛星の多くは,多 数のビームを持つマルチビーム衛星

である。 このような衛星の運用に当たって衛星容量を最大限に利用 す る に

は,受 信波を増幅 し,送 信ビームへ接続する トランスポンダの接続関係を十

分に検討する必要がある。本ソフトウェアは,こ のような衛星内 トランスポ

ンダの最適接続を決定するために開発されたものであ り,こ れと同時に トラ

ンスポソダへの変調方式の割当て,重 な りビーム内の トラピック分配につい

ても最適解を与える。

この研究は,将 来の衛星の設計に対しても有効であり,こ れにより現行の

FMか ら将来のディジタル通信への移行問題の検討も可能である。
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第4節 電磁波有効利用技術

1船 内通信方式

UHF帯 船上通信設備については,1974年 世界無線通信主管庁会議(WA

RC)の 結果,国 際電気通信条約附属無線通信規則に,そ の制度が新たに採

用されたことに伴い,我 が国でも52年6月 から当該設備の使用ができること

とした。更に,当 該設備には トーンスケルチ型選択呼出装置の付加ができる

こととなった。この トーンスケルチ方式の採用に当たっては,51年 度に各種

船舶において実施した船内通信の試験結果から,そ の有効性が認められたも

のである。

すなわち,総 トン数4,000ト ン以上3万 トソ以下の6隻 を対象とし,そ れ

ぞれブリッジと船内各所との間でUHF帯 ポータブル及び レピータセットを

使用 して通信試験を行った結果は,船 室が細か く区切られた場所において,

ポータブル相互間の通達に悪いものがあったが,レ ピータで中継 す る もの

は,各 所とも良好であった。ただ し,停 泊中や他船の混雑する港内では混信

に対する使用電力及び運用上の注意が必要であることから,ト ーンスケルチ

型選択呼出装置の付置が有効であると判断した。

この試験結果については,本 年1月 開催されたCCIRBブ ロックSG8

に我が国からレポー トとして提出 した。

この トーソスケルチ型選択呼出装置に使用する トーン信号 としては,67～

250.3Hzま での33波 から選択することとしてお り,本 方式の採用により自動

的にスケルチ操作を可能 とし,自 局に関係のない通信は,聞 こえなくするこ

とができることから,通 信の疲労度を軽減できるとともに,個 別又は群別の

選択呼出が可能 となるものである。
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2陸 上移動業務の狭帯域化通信方式

近年におけるVHF帯 及びUHF帯 陸上移動業務用周波数の 需要の増大

に対処するため,従 来セルコール方式の導入,集 中基地方式の採用等を行 う

ことにより周波数の有効利用を図ってきたところであるが,更 に,今 後の需

要増にそなえて新たな狭帯域化通信方式の開発等周波数の一層の有効利用を

図る必要に迫 られている。 このため,51年3月 電波技術審議会に対 しrVHF,

UHF帯 における狭帯域化通信方式」について諮問がなされた。

同審議会は,本 諮問にこたえ,考 えられる各種の狭帯域化通信方式の うち,

主として現行のFM通 信方式の狭帯域化について 重点的に審議することと

し,CCIR勧 告案等を考慮 して51年度にチャンネル間隔12.5kHz(現 行方式

のチャンネル間隔は,150MHz帯 で20kHz,400MHz帯 で25kHzで ある。)

を前提するFM送 受信機の主要な技術特性の検討を進め,現 段階で適当と

考えられる規格案を作成 した。

この規格案にi基づき52年度において,400MHz帯 のFM送 受信機を作成

し,各 種の耐妨害波特性等狭帯域化に必要な技術特性についての室内調査を

実施するとともに,現 行方式 と狭帯域化方式の走行中における音声受信品質

の比較評価を行 う野外調査を実施 した。

このあと,更 に伝送品質に関する問題,室 内調査の結果判明した隣接チャ

ンネル干渉による劣化の改善策等,送 受信機特性の最終規格案を作成するた

めに必要な残された事項について調査審議を行 う予定である。

3リ ン コ ンペ ッ クス通 信 方 式

郵政省電波研究所においては,リ ンコンペ ックス方式の陸上移動無線への

応用について,48年 度以来研究開発を続けている。51年 度の実験から,こ の

方式は現行FM方 式と比較 して周波数間隔を3分 の1程 度に縮小しても同

等の性能が確保でき,周 波数スペクトルの有効利用に対 し,将 来かな り有望

な方式にな り得る見通 しがついた。
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また,実 用的見地から見れぽ,フ 山一ジソグ抑圧器で再生できない深さを

持つ信号変動に応ずるAGCの 開発,周 波数の高安定化,装 置の小型化と簡

易化による低コス ト化等,解 決すべき多 くの問題点が残されていた。

しかし,こ れらは新回路技術の応用で解決できる見通しが得られたので実

回線における周波数割当間隔の技術的諸条件を獲得するために,新 たに実用

化を目指 して送信装置2台,受 信装置1台 の設計,試 作を行い来年度にはこ

れらの装置を用いた野外実験を計画している。

4自 己相関関数を利用 した音声処理方式(SPAC)

郵政省電波研究所において,50年 度に開発 した音声波形を自己相関波形に

変換 して接続する音声処理方式SPAC(SpeechProcess圭ngsystembyuse

ofAutoCorrelationfunction)は 自己相関関数の性質を巧妙に利用するこ

とにより,音 声周波数帯域の圧縮 ・拡大 と雑音やひずみの減少を合わせて行

うことができるので,伝 送帯域幅の節約や,雑 音及び フェージングに強い伝

送方式の実現が可能となるものである。

51年度における解析,検 討から,S/Nの 改善,十 分な了解性の獲得等の

可能性が明らかとなった。52年 度は,正 弦波に対するSPACの 雑音低減能

力を理論的に解析し,S/NがOdBの 信号のS/Nを13dB以 上も改善で

きることを明らかに した。また,品 質の評価試験により,SPACのS/Nの

低い音声の品質改善に有効であることを確認した。一方,狭 帯域伝送(低 ビ

ット率伝送)へ の応用として,低 速ADM(10kb/s)の 信号を処理したとこ

ろ,品 質の改善に効果があった。

なお,SPACの 実時間実験装置を用いて 実用的評価実験を行 う予定であ

る。

5無 線呼出方式

電電公社が実施している無線呼出サービス(ポ ケットベル業務)は,43年

7月 東京23区 においてサ ービスを提供 したのを皮切 りに,順 次全国の主要地
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区において実施され,そ の地区は53年3月 末現在において53地 区に及び,加

入者数は約72万 に達 しているが,こ の需要は今後 も増大するものと予想され

る。

郵政省としては従来,当 該業務のために150MHz帯 の周波数を割 り当て

てきたが,今 後新たに150MHz帯 の周波数を この業務に割 り当てることは

困難な状況となってきた。

しか し,こ の無線呼出サービスは,一 般公衆が直接利用する公益性の高い

ものであ り,こ の需要に応ずることが必要であるので,こ れを250MHz帯
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の周波数帯に移行させることとし,今 後の需要に対処することとした。

一方 ,電 電公社では新周波数帯への移行を機に,現 在の トーン信号による

呼出方式をディジタル信号方式に変更することによ り,1周 波数当た りの受

信機の収容可能数を1万 から3万 に増加させ,併 せて受信機の小型化,乾 電

池の使用等の改良を行い,53年8月 から東京及び札幌地区に導入 し,今 後順

次全国の各地に導入する予定である。

これ らのことから郵政省では,250MHz帯 の方式の無線設備について,新

たな技術基準を設けることとし,52年11月 このための規則の改正を行った。

53年度から本方式が導入される予定である。

6車 両位置 自動表示 システム(AVMシ ステ ム)

AVM(AutomaticVehicleMonitoring)シ ステムは,電 波を利用 して運

行中の車両の位置及び動態(実 車,空 車又は作業中等)そ の他の情報を自動

的にセンターに収集表示するシステムであるが,各 事業において車両の運行

管理を効率的に行 うため,こ のシステムを導入 しようとする気運が高まって

きている。

AVMシ ステムは,す でに米国,欧 州等の諸外国はもとより,我 が国にお

いても警察庁,タ クシー事業老等が一部の地域で実施 してお り,今 後の急速

な普及が見込まれるので,電 波の有効利用を図る観点から最 も適 した方式,

技術条件等を定める必要がある。このため郵政省では,51年 度に財団法人移

動無線センターに調査を依頼 し,同 センターは,考 えられる各種 シ ス テ ム

(第2-7-3表 参照)に ついて総合的な調査を行った。その結果によると技

術的,経 済的な観点から当面,分 散送信方式及び分散受信方式の実用性が高

い とされている。また,52年 度にはAVMシ ステムに必要な移動体 と基地局

問の無線データ回線の技術条件についての実験が行われ,信 号の伝送速度及

び符号誤 り率とサービスエ リアとの関係等が明らかになった。

以上の調査結果をもとに今後実用性,経 済性の見地からAVMの 実用シス

テムについて研究が急速に進展するものと思われる。
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第2-7-3表AVMシ ステムの方式

7自 動車電話方式の開発

電電公社においては,44年 頃から800MHz帯 を使用する大容量 自動車電

話方式の研究開発を進めてきた。

開発中の方式は,周 波数の有効利用及び通話品質の向上を図るため,半 径

5～10kmの 無線小 ゾーン方式を採用し,ま た移動端末機は600回 線の周波

数切替機能を有している。

自動車が異なる無線 ゾーンに移動しても,自 動的にその ゾーンの周波数に

切 り替えられ,通 話が継続されダイアルにより全国の加入電話機と自動接続

が可能である。

現在,電 電公社において,54年 度に東京23区 を対象 としてサービスを開始

することを目標に,諸 準備が進められている。
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8テ レビジョン放送及びFM放 送波を利用 した多重方式

現在普及しているテレビジョン放送やFM放 送の電波には,周 波数的又は

時間的な 「すき間」があるので,こ の 「す き問」を利用 して別の情報を同時

に放送することができる。 このような放送を多重放送と呼んでお り,電 波の

有効利用,放 送メデ ィアの多様化が期待できる。多重放送の方式は,本 来の

放送番組との間の相互妨害がなく,良 好な品質が得られ,し かも普及性のあ

ることが開発の目標となっている。

(1)テ レビジョン多重放送

テレビジ ョン多重放送は,映 像信号の垂直帰線消去期間や音声信号の副搬

送波等に別の信号を重畳 して,テ レビジョン放送と同時に別の放送を行 うも

のであ り,一 般受信者を対象するものとしては現在,音 声多重放送,文 字放

送,静 止画放送及びファクシ ミリ放送の4種 類が主に考えられている。

音声多重放送は,現 在のテレビジ ョン放送の音声信号に別の音声信号を重

畳 して放送するものであ り,テ レビ番組 と関連 したステレオ放送2か 国語放

送が可能 となるほか,テ レビ番組 と関係のない音声放送を行 うこ とが で き

る。

音声多重放送については,電 波技術審議会が,47年3月 に副音声(又 は差

信号)で 副搬送波をFMし,こ の副搬送波をFMす る方式(FM-FM方 式)

を最も適当な放送方式であるとして,技 術基準の答申を行ってお り,現 在実

用化のための準備が進められている。

文字放送は,映 像信号の垂直帰線消去期間の 一部 に,二"一 ス,天 気予

報,ろ うあ者向け字幕等の文字,あ るいは簡単な図形を重畳 して放送し,受

信側ではアダプタを付加することにより,テ レビ受像機のブラウン管に全面

あるいはスーパーインポーズの形で表示するものである。一般的には,数 種

類の情報を同時に放送 して,受 信者側で写 し出すか否か及び情報の種類の選

択を行 うこととなる。

文字放送の方法については,既 に走査方法,伝 送速度,制 御信号方式等の
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異なる数種類の方式が開発 され提案されているが,電 波技術審議会ではこれ

らの方式を基に して,普 及性,発 展性,国 際性を考慮 した標準方式を確立す

べく審議が進められてお り,で きる限 り早い機会に答申が行われる予定であ

る。

静止画放送は,映 像信号の垂直帰線消去期間の一部に静止画の信号を重畳

して放送するものであ り,本 来のテレビジョン放送を映画とすれば,静 止画

はスライ ドに相当するもののである。静止画放送は技術面,利 用面 とも検討

すべき問題が多 く残されている。

ファクシ ミリ放送は,現 在のテレビジョン放送にファクシミリ信号を重畳

して放送 し,受 信者はアダプタ及び記録装置を用いて,印 刷物の形で情報を

得るものであり,信 号の重畳方法としては,音 声副搬送波を利用することが

適当とされている。52年 度の電波技術審議会では50,51年 度の審議結果及び

CCITT勧 告を参考 として送受画機の基本的諸元,信 号の形式,変 調方式,

実験項目等について検討 し,テ レピジョンファクシミリ放送の実験を実施す

るための準備を進めた。

53年度には,更 に詳細に検討を行 うこととしている。

(2)FM多 重放送

FM放 送に多重できる信号は,2つ に大別できる。一つは現行の2チ ャン

ネルステレオ音声信号の拡大としての多チャンネルステレオ音声信号,例 え

ば,4チ ャンネルステレオ音声信号であり,も う一つはステレオ音声信号と

は内容が異なる信号,例 えば独立音声信号,フ ァクシミリ信号等である。

多チャンネルステレオについては,各 国とも4チ ャソネルステレオを対象

として検討を進めている。我が国でも電波技術審議会において既に4チ ャン

ネルステレオの音響効果や電波の占有周波数帯幅について検討結果を明らか

に してお り,今 後は混信保護比,多 重反射ひずみ等について審議される予定

である。

ステレオ音声信号 とは内容が異なる信号の多重については,現 状の受信機

では第2副 チャンネルに多重 した時,送 信がモノホニッ久 ステレオホニッ
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クのいずれの場合においても,モ ノホニヅク受信については,ほ とんど漏話

が認められないが,ス テレオホニヅク受信については,約 半数の受信機で漏

話が認められるので,受 信機にっいて漏話の改善策が必要であること,又 第

2副 チャンネルの伝送特性については,ス テレオホニック受信に対する漏話

が改善されたとしても,本 格的な音声サービスとしては,あ ま り良好な特性

が得られないことが明らかにされている。 したがって,今 後はニーズの動向

をふまえながら多重できる信号の種類,方 式及び送受信に必要な技術的条件

について,引 き続き審議が進められることとなろ う。

9マ イ クロ波帯多重通信方式

公衆通信用マイクロウェーブ回線では,逐 次伝送容量を増加することで周

波数の効率的利用が図られてきた。29年 のマイクロウェーブ回線導入当時は

1無 線搬送波当た り電話360回 線の伝送が限度であったが,周 波数利用効率

の向上と経済化の努力に よ り5GHz帯(搬 送周波数間隔40MHz)で 電話

2,700回 線,6GHz帯(同29.65MHz)で 電話1,800回 線とい う大容量の伝

送が実施されるに至っている。

51年度には,更 に伝送容量の増大が図られ,6GHz帯 において2,700回

線を伝送する方式が実用化 された。また,4GHz帯(搬 送周波数間隔40MHz)

及び5GHz帯 においては,3,600回 線を伝送する方式の研究が進められ,実

用化の見通 しが得られた。

これらは,空 中線系交差偏波識別度の改善,送 信出力の増大,受 信機雑音

指数の改善,送 受信機の直線性の改良等により達成され,世 界にも例を見な

い画期的なものである。所要の無線搬送周波数間隔は従来,周 波数分割多重

したベースバンド最高周波数の3倍 以上必要であるとい うのが常識となって

いたが,こ れらの方式はこの値を2.3～2.4倍 にまで改善 したものである。

一方 ,マ イクロ波帯多重通信方式は,治 安維持,行 政及び公益事業等の分

野でも広 く利用 されてお り,今 後 も社会活動の高度化,複 雑化に伴い,そ の

利用は増大し,又,通 信内容もデータ通信,画 壕通信等多様化 して行 くこと
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が予想される。これら公共事業等で使用されるマイクロ波回線の大部分は,

通信路数が電話換算で300回 線以下の小中容量で運用 されていること及び幹

線系の整備拡充に伴 う分岐系等支線系の需要が増大していることなど,今 後

益々小中容量の回線が増加する傾向にある。 これらの小中容量回線の需要増

大に対し,割 当周波数間隔の縮小等,周 波数の有効利用を図る観点から,51

年度に郵政省は電波技術審議会に対 し 「マイクロ波帯を使用する小中容量多

重通信方式に関する技術的条件について」諮問していたが,52年 度,現 在最

も広 く使用されているFDM-FM方 式について一部答申を得た。PCM方

式等の変調方式については機器を試作 し,野 外実験を行 うこととしている。

10準 ミリ波帯 デ ィジタル無線伝送方式

従来,準 ミリ波帯の長距離多重通信回線への利用については,15GHz帯

までであったが,新 たに,20GHz帯(17。7～21.2GHz)を 使用 した大容量

デ ィジタル多重通信方式が電電公社において開発され,51,52年 度に東京一

横浜,大 阪一神戸の二区間で商用試験が行われた。

20GHz帯 は,従 来,降 雨減衰が大きいため,長 距離回線には不適当と考

えられていたが,こ の方式は,超 高速PCM技 術 及び固体電子化技術の活用

と中継所構成の大幅な簡略化によ り約3km毎 に中継を繰返し,長 距離幹線

系にも使用可能 とした ものである。

この方式は,第2-7-4表 に示すように1シ ステムあた り400Mb/s(電

第2-7-4表 準 ミリ波帯ディジタル無線伝送方式構成例
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話換算5,760回 線)の 伝送容量を有 し,1ル ー トあた り現用8シ ステムを用

いて最大,電 話換算4万6,080回 線を収容できる大容量方式である。今後全

国的なディジタル通信網構成のため,本 方式の導入が予定されてお り,こ れ

に伴なってデータ通信,画 像通信等の発展が一層促進 されるものと期待され

ている。

11直 交偏波による周波数の再利用

国際通信需要の増大に対処するために,現 在開発中のインテルサ ットV号

系衛星では,4GHzと6GHzの それぞれの周波数帯において直交する2偏

波を利用 して周波数の2重 使用を図ることになっている。

国際電電においては,こ れ ら直交2偏 波が雨域を通過するときに生 じる2

偏波間識別度の劣化特性を山口衛星通信所(イ ンド洋衛星)と 茨城衛星通信

所(太 平洋衛星)に おいて調査 した。その結果では,イ ンテルサヅトV号 系

衛星がインド洋上に導入される場合,山 口衛星通信所では降雨による2偏 波

間識別度の劣化を救済する補償装置を備える必要があることが明らかとなっ

た。

この補償装置 も現在試作中であ り,イ ンテルサ ットIV-A号 衛星を使用 し

て試験装置のフィール ド試験を実施すべ く準備 している。

12サ イ トダイ バ シチ

通信需要の増大 と6/4GHz帯 における混雑に対処するため,10GHz以 上

の周波数が衛星通信で用い られるようになってきた。インテルサット系にお

いても次の世代のV号 系衛星では スポットビーム用 として14/11GHz帯 の

使用が予定されている。

10GHz帯 以上の周波数では降雨の影響を受けやす く,特 に,ア ンテナの

仰角が低くなる場合はその傾向が顕著である。降雨減衰の影響を軽減する有

効な方法の一つとして,サ イ トダイバシチがあ り,国 際電電では,こ のシス

テムを設計する うえで必要 となる次の2項 目について研究を進めている。
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(1)TDMA用 ダィバシチ切替方式

サイ トダイバシチ切替方式をTDMA(TimeDivisionMultipleAccess)

衛星回線に適用 した場合,ダ イパシチ切替を行っても信号の重複や欠損を招

かない同期方式と,最 大限のダイバシチ効果を生み出す切替制御方式の開発

が重要な問題となるので,こ れらについて研究を進め,国 際衛星通信に最適

と考えられる切替装置の試作を行った。

(2)サ イ トダイバシチ効果

低仰角での降雨減衰に対するサイ トダイバ シチ効果を明らかにするため,

瀬戸内沿岸の20kmず つ離れた直線上の3か 所で,12GHz帯 ラジオメータ

を用いた伝搬実験を行っている。また,山 口,茨 城,沖 縄等でも降雨計を用

いた観測により,ダ イバシチ効果の基礎調査を進めている。

1340GHz以 上の電波利用 の研究

40GHz以 上の周波数帯 における電波伝搬では,降 雨による影響が 大き

く,こ の周波数帯を利用するには降雨減衰特性の解明が重要となっている。

更に降雨量と減衰との関係の解明に加えて,ミ リ波降雨減衰に大きな影響を

及ぼす細かい雨滴による減衰を解明するため,降 雨粒径分布 との関係を研究

する必要がある。これらの研究を推進す るため,52年 度は50GHz帯 の降雨

減衰特性を解明するための実験準備と新周波数帯電波利用の調査を進めてい

る。

14海 中の レーザ通信

海洋開発の一環 として,レ ーザによる高速,広 帯域の情報伝送システムが

強 く要望されてお り,郵 政省電波研究所では,レ ーザ光による広帯域伝送 シ

ステムの開発を49年度以来行ってきた。

海中伝搬,水 槽実験を行 うとともに,水 中における偏光保存性,偏 光多重

通信の可能性,散 乱の時間遅れ等の実験的あるいは,理 論的検討を行った。

52年度は,51年 度に引き続いて海中レーザ通信装置の野外実験及び大型水槽
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を利用 した レーザ光伝送実験を行った。この結果海中レーザ通信の伝送可能

距離,多 重散乱光領域における伝送可能帯域幅及び光軸調整における超音波

の有用性等が明らかになった。

第5節 有線伝送及び交換技術

電話 トラピックの増大に対処するとともに,画 像通信 ・データ通信等の多

彩のサービスの情報を効率よく伝送するため,ア ナログ・デ ィジタル両方式

による大容量同軸ケーブル伝送方式が開発され商用に供されている。

また,近 年,性 能 ・信頼性等あらゆる面で進歩の著 しい光 ファイバケーブ

ル伝送方式が実用化の段階を迎え,商 用に近い形での実験も行われようとし

ている。

1同 軸 ヶ一ブル方式

(1)陸 上 同軸ケープル方式

現在,陸 上用 の大容量伝送 路に用 い られている同軸 ケー ブルは,標 準 同軸

ケーブル(内 外径2.6/9.5mm)と 細 心 同軸 ケーブル(1.2/4.4mm)に 大 別

され,そ のケーブル特性はいずれ もCCITT(国 際 電信電話諮 問委員会)規

格に よっている。

アナ ログ伝送方式については,我 が国の代表的な方 式 として全国的に用 い

られて きた12MHz方 式(電 話2,700回 線)を は じめ と して,60MHz方 式

(電話1万800回 線 又は4MHzテ レビ9回 線)が 導入 され ている。 一方,

デ ィジタル伝 送方 式は,音 声 は もとよ り画像通信,デ ータ通信等 の多様 な情

報を経済的かつ高 品質 で伝送 できる特長を有 してお り,中 ・短距離区間に適

用 されるDC-100M方 式(旧 名称PCM-100M方 式,電 話1,440回 線 又は

4MHzテ レ ビ15回 線)の 実用化に続 き,デ ィジタル伝送方式 としては世界

最大 の伝送容量を もち,長 距離 区間に適用 されるDC-400M方 式(旧 名称

PCM-400M方 式,電 話5,760回 線 又は4MHzテ レ ビ60回 線)が51年 度



第7章 技術及びシステムの研究開発 一353一

から大阪～神戸～姫路の区間で商用に供されている。本方式は,今 後の多様

なサービスを提供する電気通信網の形成に大いに寄与することが 期 待 され

る。なお,更 に将来の容量増大や経済化のための各種デ ィジタル伝送方式の

研究が進められている。

(2)海 底同軸ケーブル方式

郵政省では,電 電公社,国 際電電等の協力のもとに,50年 度から,4か 年

計画で,従 来の銅に代えてアルミニウムを外部導体 として使用する新海底同

軸ケーブルシステムの開発を進めている。本開発は最近における国際通信の

著しい需要増に対処するため,国 際間の海底同軸ケーブルの各種の建設計画

が進められている状況にかんがみ,国 際競争力のある海底同軸 ケーブルの早

急な開発が必要であること,先 行きの銅資源の枯渇化が憂慮されていること

などから外部導体としてアル ミニウムを使用するとともに,ケ ーブルシステ

ム全体について経済化を指向した海底同軸ケーブルの開発を行 うこ と を 目

的としたものである。本計画で開発 されるシステムは,12MHz方 式(電 話

1,600回 線,3kHz/回 線)の ものであ り,既 に基礎的な研究開発が終了し,

53年度から相模湾において現場試験が行われる。

電電公社では,国 内通信用海底同軸ケーブル方式 として,従 来は,短 距離

用のCS-10M方 式(電 話900回 線),CS-36M-S方 式(電 話2,70C回 線)

が実用化されているが,50年10月 には大容量長距離方式のCS-36M-D2

方式(電 話900回 線及びカラーテレビ2回 線)も 沖縄一宮古島間約360km

に布設され,51年12月 から商用に供されている。この方式は,長 距離海底同

軸ケーブルとしては最も広帯域のもので,電 話とテ レビ信号の同時伝送 も世

界で初めての試みであ り,開 通以来安定 した動作を続けている。また,52年

4月 には宮崎～沖縄間約900kmに おいてCS-36M-D1方 式(電 話2,700

回線)の 布設が完了し,52年12月 から商用に供されている。本海底同軸ケー

ブルの開通により,北は北海道稚内から南は沖縄県宮古島まで延べ4,700km

に及ぶ同軸ルー トが完成 したことになる。海底同軸ケーブルとしては,浅 海

部には25mm海 底同軸ケーブル(内 外径5,6/25.4mm,鉄 線外装)が,
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深海部には38mm海 底同軸ケーブル(8.8/38.1mm,無 外装)が 用いられ

ている。なお,36MHzを 越える大容量海底同軸 ケーブル方式の検討が進め

られている。

海底ケーブル布設技術の開発 も続けられてお り,50年 度にしゅん工 した敷

設船黒潮丸には航行制御,ケ ーブル布設,工 事記録等をコンピュータで制御

する布設 自動化システムが導入されている。 また,ケ ーブル埋設機の開発も

進められ水深200m程 度までの埋設が可能となった。中継器を含むケーブル

の布設中の海中姿態についての解析も進められてお り,布 設精度の向上が図

られている。更に,障 害修理後のケーブルの再埋設が水深約200mで も可能

な修理用埋設機等修理技術の開発 も進められている。

また,大 容量国際間海底ケーブルでは,ケ ーブル障害が通信サービスに重

大な影響を与 えるため,迅 速な修復を期 さなけれぽならない。 このため,国

際電電では効率的な海底ケーブルの修理技術,特 に,埋 設ケーブルにも適用

できる修理技術の開発を行っている。

埋設ケーブルを効率的に修理するためには,ま ず,海 底床下に埋設されて

いるケーブルの所在個所を探索し,こ れを捕捉し,ケ ーブル修理母船上に回

収することが前提となる。このようなことから,海 底ケーブルの探索及び捕

捉について,そ の方式やセンサの研究を進めている。このうち,先 に開発 し

た ケーブル捕捉センサについては,こ れを掘削匁式のケー・ブル捕捉装置に実

装 して,試 験的に埋設されたケーブルを捕捉する海洋実験で良好な性能を発

揮することが確認された。

2光 ファイバ ケ ーブル伝送方式

光 ファイバケーブル伝送方式は,光 ファイバを伝送媒体 とするもので,直

径0.1mm程 度の光 ファイバ1本 で,1本 の同軸ケーブルの1芯 と同等ある

いはそれ以上の容量の伝送ができること,低 損失であるため中継距離を長 く

できること,光 ファイバの直径が細いので大束ケーブルの製造が可能である

こと,漏 話が無視できること,軽 量で可 とう性に優れていること,電 力線 ・
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電気鉄道等からの外部誘導を受けないこと,限 りある銅資源を使用する必要

がないことなど,多 くの特長を有してお り,大 容量伝送方式としてばか りで

なく中小容量伝送方式まで広範囲に適用できるものとして期待されている。

このため,各 方面で,光 源である各種 レーザや発光ダイオード,光 ファイバ

ケーブル,中 継器,受 光器,変 調器等の基礎研究に加 えて,伝 送方式の研究

実用化が行われている。

電電公社では,損 失が0.5dB/kmを 下回る極低損失の多モー ドファイバ

及び1.OdB/kmを 下回る単一モー ドファイバ の試作が行われたほか,フ ァ

イバの新 しい融着接続技術の開発(平 均損失0.1dB以 下)や 光 ファイバの

連続製造法の発明及び1.05μm帯 のレーザ光による800Mb/sPCM伝 送実

験の成功等の成果をあげている。更に,横 須賀電気通信研究所構内に多モー

ド光 ファイバケーブルを布設 し,光 中継器 と組み合わせた総合的な伝送実験

を実施 し,32Mb/sで 延長64kmの 多中継伝送実験に成功 している。 この

ような研究成果をふまえ,比 較的早期に実用化が期待される近距離光 ファイ

バケーブル伝送方式について,都 内(唐 ケ崎一霞ケ関一大手町一蔵前一浜町)

の約20kmの 区間に48芯及び8芯 の多モー ド光ファイバケーブルを布設 し,

商用に近い形で32Mb/s,100Mb/s,及 び4MHz帯 域の映縁信号の伝送実

験を行 うことが計画され,53年3月 に工事が開始された。

光 ファイバケーブル伝送方式は,そ の極低損失性を活用するものとして海

底ケーブル方式に適用することも考えられてお り,海 底用光ファイバケーブ

ルの検討が開始されている。

また,国 際電電では,光 ファイバの低損失波長領域(波 長1.2～1.4μm)

で動作する長波長帯半導体 レーザの室温連続発振に成功し,引 き続き動作試

験を続けている。既に約7,000時 間を経過 したが(53年3月 末現在),半 導

体 レーザは安定に動作 してお り,信 頼性に関 して明るい見通 しが得られてい

る。
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3電 子交換方式

電電公社では,蓄 積プログラム制御方式を用いた空間分割形電子交換機の

開発を進め,46年12月 最初の商用機によるサービスが開始された。その後主

記憶装置にICを 用いるなどの改良,経 済化を折 り込みながら,全 国に導入

され,52年 度末で既に,約200ユ ニットが順調に運用 されている。

この電子交換機の適用領域の拡大を図るため,中 小局用電子交 換 機 と し

て,約16,000端 子容量のD20形 自動交換機の商用試験が箱根局及び中軽井沢

局で50年 から51年 にかけて実施され,現 在順調に運用されてお り,ま た,経

済的な導入を図るため,D10形 自動交換機の中央制御系装置を複数の電子交

換局で共用するD10-R1方 式が,笠 寺局(名 古屋),蒲 田局(東 京)等 で

商用に供されている。

また,D10形 自動交換機の高性能化,経 済化を図るため,よ り高速で処理

能力の大きい中央制御系装置,多 接点封止形スイッチの採用等によ り小形 ・

経済化を図った新通話路装置の開発が進められている。その比較は第2-7-

5表 及び第2-7-6表 に示すとお りである。更に,電 子交換機に適合する信

号方式 として共通線信号方式の実用化が進められている。



第7章 技術及びシステムの研究開発 一357一

国際電電においても,CT-10形 国際加入電信用電子交換機が51年8月 に

XE-1形 国際電話用電子交換機が52年2月 にそれぞれ商用に供 され て い

る。

第6節 デ ー タ通 信 シス テ ム

データ通信システムは,情 報化社会の進展とコンピュータテクノロジーの

飛躍的な発達に伴い,社 会経済のあらゆる分野に普及しつつあり,そ の処理

内容はより高度化,複 雑化するとともに,そ の利用範囲も広域化の傾向にあ

る。

このような動向に対応 し,デ ータ通信システムを支える技術 として効率的

なデータ通信網の研究開発をはじめとして,デ ータを処理するための情報処

理技術,デ ータを伝送 し制御するための伝送技術並びに遠隔地においてデー

タを入出力するための端末技術の研究開発が進められている。
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1新 しい データ通信網 の動 向

(1)デ ータ通信システムとネッ トワーク ・アーキテクチヤ

従来のデータ通信システムは,コ ンピュータを中心とし,こ れに多数の端

末が専用線を通じて接続される形式のものが大部分であった。 しかし,コ ン

ピュータが広い分野に普及 し,社 会活動が多様化 して くるに伴い,一 つの端

末で多数のコンビ凸一タと通信したいとの要望が出てきてお り,ま た,利 用

範囲の拡大に伴い低 トラピックの端末の需要が増加 してきている。更に,分

散設置された複数のコンピュータを結合 してより高度のシステムを構成する

いわゆるコンピュータネ ヅトワーク形成の動 きが盛んとなっている。

すなわち,オ ンラインシステムの普及,シ ステム規模の大形化,業 務内容

の多様化,高 度化は中央処理装置への負荷の増大やソフ トウェアの複雑化ぽ

う大化をもたらし,従 来の集中形システムでは,シ ステムの拡張,変 更に融

通性がとぼ しく,デ ータ処理機能の効率的活用が難かしくなってきた。

また,半 導体技術の進歩により超LSI,マ イクロブβセヅサ等が出現し,

ハードウェアの価格は急激に低下す るとともに,今 まで言われてきたグ目ッ

シュの経験則(計 算機の処理能力は費用の平方に比例する)も 成 り立たなく

なってきた。このようなことから特にコンピュータ資源の共同利用やシステ

ムの拡張性の向上を目的として,デ ータ処理機能を分散してシステムを構成

する分散処理形システムへの傾向が強まってきてお り,通 信制御処理装置,

インテ リジェント端末等プ目グラム制御機能を持つ装置類に機能を分散する

階層分散方式やセンタを分散させ計算機間結合を行 う方式が実現 さ れ て い

る。 これに伴い,デ ータ通信システムはしだいに広範囲にネ ットワーク化さ

れる動向にある。

これらのことから,交 換網利用のデータ通信システムへの期待は今後ます

ます高まるものと予想 され,電 電公社ではDDX網 を,ま た 国際電電 では

VENUS計 画を導入すべく準備が進められている。

このため,セ ンタ ・回線 ・端末から構成されるデータ通信網の各構成要素
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の機能を明確化 し,そ れ らの要素間 のイ ンタフェース,通 信規約(プ 目 トコ

ル)を 定めて相互通信を可能 として データ通信網 の最適化を図 るネ ットワー

クアーキテ クチ ャの開発 が重要 な課題 とな っている。 このよ うな情勢を背景

として,内 外 のコン ピュータメーカが相次いで ネ ットワー クアーキテ クチ ャ

の構想 を発表 して いる。 これ らの内容をみ ると,階 層分散方式やハ イレベル

デ ータ リン ク制御手順 の採用等基本 的概念 の面では共 通 しているが,そ れぞ

れ個 別に開発 され てい るものであ り,今 後予想 され る異機種 システム問通信

の要望の増大 に対処す るためには,こ れ ら各社の ネ ッ トワークアーキテ クチ

ャ間の整合 を図るこ とが望 まれ る。

この具体的な動 きとして,電 電公社では,デ ィジタルデ ータ網 の効率的 な

利用 も考 慮 したDCNA(DataCommunicationNetworkArchitecture)

と呼 ばれ る汎用 ネ ッ トワー クアーキテ クチ ャの開発 をメーカ各社 との共 同研

究 によ り進めてお り,52年 度 末に次の よ うな特徴を持 つDCNA仕 様 第1版

を完成 してい る。

① 異機種 コン ピュータ及び端末相互間で資源の共用が可能であ る。

②DDXの 異 速度端末通信,多 重通信等 の 通信処理機能を 有効利用 で き

る。

③ 専用線及び公衆網に よるネ ッ トワー クの双方に共通に使用 できる。

④ 既存端末及び新規端末等を統一 的な思想 に基づ き処理 可能 とす る仮想端

末仕様 を持つ。

更 に郵政 省では,国 家的見地か ら国際 通信網 も含めた 「汎用 コンピュータ

・コ ミュニケーシ ョン ・ネ ッ トワーク ・プ ロ トコル(CCNP)」 の 開発 を52

年度 か ら進 めてい る。 これは,DCNA等 を 広 く国家的立場 から検討 し,国

際通信網 との接 続等 も考慮 した標準的な プロ トコルの確立 と普及を 目指 した

ものであ る。

(2)新 しいデー タ通信網

交換網を利用 す るデ ータ通 信につ いてみ ると,既 設 の電 話網や加入電 信網

は,デ ータ伝送 の場合接続品質,伝 送 品質上 の制約があ り,通 信速 度につい
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ても限界がある。そのため,高 速,高 品質で今後の多彩かつ高度なサービス

を効率的に提供できるディジタルデータ交換網の開発が必要 とされ,電 電公

社を中心に実用化が進められてきた。

このデ ィジタルデータ交換網は,44年 度から検討が開始 され,DDX-1,

DDX-2が 試作され,回 線交換方式について東京,横 浜,名 古屋を結び試験

が行われた。

この試験の一環 として,東 京大学 と京都大学間を結ぶ異機種 コンピュータ

間通信の実験も行われ,良 好な結果を得た。またパケット交換方式について

も所内試験機TL2が 試作され,機 能確認が行われた。 これらの成果をもと

に,54年 のディジタルデータ交換網の商用サービス開始を目指 して準備が進

め られている。

一方 ,諸 外国においても,新 しくデ ィジタルデータ交換網を建設する動き

が活発となってお り,既 に商用に供している国もある。このような状況に鑑

み,国 際電電においてもパケット交換を主体とするデ ィジタルデータ交換網

(VENUS)の 導入計画が進められている。

この準備段階 として,国 際電電では51年 度に試作 したパケッ ト通信処理シ

ステム(プ ロトコル ・マシン実験システム)を 用いて,引 き続き国際データ

通信網を建設するための各種プ巨トコルの研究を進め,52年 度には,第1ス

テ ップとしてCCITT標 準ネットワーク・プロトコルを採用 したTSSサ ー

ビスの検証を行った。この成果を踏 まえ,国 際電電では,VENUS計 画の一一

環 として 「国際 コンピー一タ ・アクセス ・サービス」(ICAS)を53年 度中の

実施を目途に準備を進めている。

このような新しいデータ通信網技術に関する国際標準化作業は,CCITT

(国際電信電話諮問委員会)に おいて重要かつ緊急を要する課題 として審議

されてお り,我 が国もこの標準化作業に積極的に参加 し,研 究の成果を発表

するなどの寄与を行っている。51年 には,X.25を はじめデータ通信網に関

するいくつかの重要な勧告が採択されたが,そ の後 も各勧告の整備 ,新 しい

勧告の審議等データ通信網の充実に向けて積極的な検討が行われている。



2情 報処理技術

(1)ハ ー ドウ エア

ァ.本 体系装置
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大 形計算機 の処理速度については,半 導体技術の進歩,高 速演算方 式の開

発 等によ り,こ の10年 間 に30～40倍 の高速化が達成 されてい る。特 に,LSI

に つ いては高密度化が進み,価 格の低減が著 しく図 られている。

記憶 装置 は,一 般 に論理装置内に ローカルメモ リとして小容量 ・高速記憶

装置を,主 記憶装置 として大容量 ・低速記憶装置を置 く階層構成を とって シ

ステムの経済性 と性能 の確保が図 られている。

また,主 としてマイ クロプ ログラムに よってオペ レーテ ィソグシステムの

一部又はその他 のルーチ ンをハ ー ドウェアに吸収す るファーム ウェア化が進

んでい る。 これは,ハ ー ドウェアよ りは機能 の追加変更 に対す る融通性が大

きく,ソ フ トウ ェアよ り高速処理 できる特長を有 している。

データ通信 システムの信頼性 の確保は,シ ステ ム規模 の大形化,利 用 分野

の拡大に伴い,ま す ます重要 とな って きている。 このためRAS(Reliab至lity,

Availab圭lity,Serviceability)の 概 念が導入 され,ハ ー ドウェァに高度の障

害検 出 ・防止機能を持たせる とともに,高 度なエ ラー情報処理 プログラムに

よ りオ ンライン運転中で も保守診断が可能 とな りつつある。 また,診 断 プロ

セ ッサ等に よ り,故 障個所をパ ッケージ単位 まで検出できる故障診断 プ目グ

ラム(FLP;FaultLocatingProgram)も 開発 され てい る。

イ.通 信制御処 理装置

オンラィ ンデ ータ通信 システムにおいて,中 央処理装置 と多数の端末装置

とを通信回線を介して接続 し,両 者間のデ ータの授受に関す る各種 の制御を

行 う通信制御 装置が従来用 いられて きた。 この通 信制御装置に代る もの とし

て,通 信制御 装置 をプ ロセ ッサ化 しプログラム制御方式を採用 した通信制御

処理 装置 が開発 されて いる。

通 信制御処理装置は,通 信制御の うち,中 央処理装置が分担 していた メ ヅ
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セージのチェックや管理等の機能まで有することから中央処理装置の負荷を

軽減でき,ま た,プ ログラム制御方式を採用していることから端末の追加変

更 ・通信方式の変更等に柔軟に対処できるなどの特長を有してお り,今 後,

発展すると予想されるコンビ凸一タ間通信に効果を発揮するものと期待され

ている。

ウ.周 辺 装 置

周辺装置には,補 助記憶装置と入出力装置がある。補助記憶装置は高速化

する本体系装置 とのバ ランスの面から,高 速化 ・大容量化が進め られ て お

り,特 に磁気ディスク装置については,1ギ ガパイ トの大容量磁気ディスク

装置が開発されている。また,1台 当た り数十～数百ギガバイ トの超大容量

記憶装置の開発 も進められている。一方,入 出力装置は,高 速化を目指すと

ともに,マ ンマシーンインタフェースの改善を図るため,文 字,図 形,音 声等

の入出力装置の開発に力が注がれている。また,小 形化,機 能追加の柔軟性

等のために,周 辺装置の制御部にマイクロプロセッサが使用 されつつある。

(2)ソ フ トウェア

ソフ トウェアのコス トは,情 報処理 システム全体のコス トの中で相当な割

合を占めてお り,シ ステムの大型化に伴ない作成能率の向上及びソフトウェ

ア資産の有効利用が大きな課題 となっている。

プログラミングを容易にす る手法 として,大 形の情報処理システムでは,

主記憶装置容量をプログラマが意識しないでプログラミングができる仮想記

憶方式が用いられている。また,特 に使用頻度の多いルーチンをハー ドウ西

アとして組み込んだファームウェア技術が利用 されている。更に,シ ステム

プログラムの作成を容易にするため作成能率の高い高級言語の実用化が進ん

でお り,プ ログラミング作成後の修正追加を容易にす るためのス トラクチャ

ー ドプログラミング手法の検討も行われている
。

また,シ ステムの利用が高度化するに伴い,処 理する情報がぼ う大かつ多

様とな り,更 に各業務ごとに独立した処理だけでなく各業務間相互に関連し

た処理が必要となってきている。 このため,複 数業務による共用可能な相互
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に関連のあ るデ ータを汎用的な ファイル とし,こ れを種 々の 目的に応 じて使

用 できるデ ータベースシステムの実用化が進 められてい る。

3デ ータ伝送 及びデータ端末技術

(1)デ ー タ伝送技術

データ通信 システ ムの構成 にあた って,デ ータ端末装置 とコンピー一タ間

あるいは コンピュー タ相互 間でデータの送受 信をいかに能率 よく行 うかは重

要 な要素 とな ってお り,デ ータ通信 システムの多様化,と りわけ端末 の多様

化 か ら50b/s～ 数 十Mb/sと い う広範囲な速度でのデ ータ伝送が要求されて

いる。

電電公社では,デ ータ伝送 回線の高速化,経 済化を図 るため,各 種 のデー

タ伝送方 式の開発 が進 め られて いる。すなわ ち,音 声帯域 における高速化に

ついては,専 用 回線用9,600b/sモ デ ムの開発が進め られ,ま た広帯域を利

用す る高速度デ ータ伝送方式 としては,48Kb/s(60～108kHz帯 域 使用)方

式が実用 化 されている。更 に端末か ら端末 まで全 区間にデ ィジタル伝送路を

用いた伝送 効率のよいデ ィジタルデ ータ伝送方式が実用化 され,53年 度 か ら

商用に供 され ている。 このデ ィジタルデ ータ伝送方式 の伝送路 と し て は,

PCM-24方 式,DC-100M方 式,DC-400M方 式,20GHz帯 無 線PCM方

式 等の有 線 ・無線 デ ィジタル伝送方 式の他,既 存の アナ ログ伝送方式を用い

て1.5Mb/s,6.3Mb/sの デ ィジタル伝送路を構成す るDAT(Digital

SignalonAnalogTransmissionLine)方 式 が使用 され てい る。

(2)デ ー タ端末技術

デ ータ端末 は,従 来 システムへの単な る入 出力手段 として とらえられてい

たが,最 近 では,入 出力に関す る簡 易な処理 を行 うものか ら,フ ァイル装置

を有す るものまで開発 されてい る。 この ように用途の多様化及 び機能 の複雑

高度化 の傾 向をた ど りつつあ る。反面,低 廉簡素 な機器の開発 も進 められて

い る。

端 末技 術 としては,LSIの 大 幅な採用及び マイ クロコンピュータや ミニコ
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ンピュータによるプログラム制御方式の導入,ま た,入 出力技術としては,

電子制御形プリソタ,光 学式文字読取装置,漢 字入出力装置等の開発が積極

的に進め られている。

端末の制御回路技術については,IC化 の過程を経てLSI化 へ と進み・特

にマイクロプロセッサと高集積なROM(ReadOnlyMemory)を 組み合わ

せたプログラム制御方式が従来の布線論理方式に代って採用 され,小 形軽

量,低 価格化に大きく寄与している。また,メ モリに書き替え可能なRAM

(RandomAccessMemory)を 採用することに よって,プ ログラムを書き

替えるだけで,い ろいろな業務に適用できる汎用の制御装置 も実用化されて

いる。更に,フ ァイル装置を有し,シ ステムの機能の一部をも処理するいわ

ゆるインテリジェント端末の実用化が進め られている。 このインテ リジェソ

ト端末によるシステム機能の分散化に対応してデータ端末,回 線,電 子計算

機等を含めたシステム全体のアーキテクチ ャの検討も進められている。

電子制御形プリンタは,高 速,低 騒音,高 信頼性,低 価格を特長 とし,主

としてモータ制御方式,ワ イヤ印字方式,感 熱印字方式及びインクジェット

方式を採用したプリソタが従来の機械式プリンタに代って使用されるように

なっている。特に小形高性能のパルスモータやサーボモータを用いたモータ

制御方式は,60字/秒 程度まで逐次印字が可能 となってお り,今 後の低速プ

リンタの主流 とな りつつある。

文字を直接読み取る光学式文字読取装置(OCR)と して,既 に活字及び手

書きの数字,英 文字,カ ナ文字を読取る装置が開発されているが,一 層の認

識率の向上 と経済化が進め られている。更に,漢 字を読取る装置の開発 も進

められている。漢字入出力装置 としてはけん盤入力装置,ペ ンタッチ式入力

装置,漢 字 コー ド入力装置,漢 字ディスプレイ,漢 字 プリンタ等の開発が進

められている。漢字入出力装置では数千の文字を扱 うこととなるので,簡 単

な入力方式及び経済的な漢字パターンメモリの開発が重要 となっている。

ディスプレイとしては,大 形にはCRTが 一般に用いられているが,POS

(PointofSale)端 末,銀 行用窓口装置等における簡易な表示パネルとして
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プ ラズマデ ィスプ レイ,液 晶デ ィスプ レイ等が開発 されている。

更に,キ ャラ クタイメージの入 出力か らパ ターン化 され た図形等 の入出力

を行 う装置や,音 声を認識す る装置等 の開発 も進め られている。

第7節 画像通信 システム

画縁通信サービスは,従 来の音声による情報伝達に加え,情 報量豊かな視

覚情報を取 り扱 うことから,経 済社会の諸活動の効率化,省 力化に寄与 し,

あるいは交通機関の代替手段 としても期待されてお り,そ のための各種のサ

ービスの開発が進められている。

1フ ァ ク シ ミ リ技 術 の動 向

ファクシミリは,記 録性があること,漢 字を含む 日本語並びに図形の情報

伝達に適合する通信手段であることなどの特長を有 してお り,今 後の発展が

期待されている。

我が国においては,47年 度のいわゆる網開放を機に公衆電話網を利用する

ファクシミリが発展し,事 務合理化の手段 として広い分野で積極的に利用さ

れつつあ り,そ のため,電 電公社の電話ファクスや各社の自営端末用 ファク

シミリ装置が商品化されている。

ファクシ ミリは,そ の記録性により不在受信 もできるため,家 庭でも便利

な通信手段であ り,広 汎な普及を目指して小形化,経 済化を図った操作の容

易なファクシ ミリ装置の開発が進められている。

また,電 話回線を利用するファクシ ミリ伝送の高速化のため,信 号の冗長

度を除去する技術と,伝 送路に送 り出す情報量を高密度伝送するための各種

の帯域圧縮技術の研究開発が進められてお り,A4判 の原稿の伝送速度が6

分から3分 へ,更 には1分 へとよ り高速のファクシミリの開発が進められて

いる。

ファクシミリの走査方式については,高 速化等に対処するため電子的走査
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方式の開発が進み,記 録方式について も放電記録,静 電記録,化 学写真記録

のほか,感 熱記録,イ ンクジェット等の各種の方式についても研究開発が進

められている。

国際電電では,52年1月 から2月 にかけて,同 社で開発した超高速ディジ

タルファクシミリ装置の国際試験を行い,そ の結果に基づいて日米間国際フ

ァクシミリ電報業務を53年3月1日 から開始 した。

また,国 際パケット公衆データ網を利用 した将来のファクシミリ通信サー

ビスに備え,同 サービスに適合した交換方式,制 御手順,新 サービス,シ ス

テム等の開発を目的に,実 験システムの研究を進めるとともに海事衛星を用

いる等船舶移動体からの国際 ファクシミリ通信サービスの開発 も推進 してい

る。

ファクシ ミリは,任 意の種類,大 きさの文字,図 形等を伝送 しうる有効な

電気通信手段として国際間にも広く利用され始めているため,フ ァクシミリ

伝送の各種規格に関しては,国 際的に種 々審議されている。例えば,帯 域圧

縮等の技術が異なると相互通信が不可能とな り,フ ァクシミリ通信の今後の

発展に大きな支障をきたすため,CCITT(国 際電信電話諮問委員会)に お

いても,電 話回線を利用 した ファクシ ミリについて,グ ループ1(6分 機),

グループ2(3分 機),グ ループ3(1分 機)の 分類の下に冗長度抑圧方式,

変調方式,制 御手順等の規格の標準化が審議されている。51年 秋に開催され

たCCITT総 会において,グ ループ1(6分 機),グ ループ2(3分 機),グ

ループ3(1分 機)の 制御手段に関する新規格並びにグループ2(3分 機)

の新しい規格が正式に決定されたのに伴い,各 国のメーカが一斉にCCITT

規格に準じたファクシミリの開発を開始 してお り,我 が国でも電電公社をは

じめ各社で急 ピッチで開発が進められている。円滑な相互通信を目的とする

標準化傾向は,今 後一層強まるものと予想され,更 に,デ ィジタルファクシ

ミリ方式,同 報通信や異機種端末間通信等 ファクシ ミリ通信の利 便 を 向上

し,多 彩なサービスを可能とするため ファクシミリ蓄積変換方式等の研究実

用化も行われている。
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な お,52年11月 に ファクシ ミリ関係のCCITT会 合 が開催 された。その時

に作成 されたデ ィジ タル ファクシ ミリ装置に関す る勧告草案(T.4)の 主 要

内容は以下の とお りである。

① 一次元の符号化方式 として,モ デ ィファイ ドハ フマン符号 が 採 用 さ れ

た。

② 伝送文書の紙 幅に対す る許 容性を増すために,B4,A3判 に も適合す

るよ う符号表が一部 改訂 され た。

③ 一走査線当た りの伝送最小時間は,20ミ リ秒を標準 とし,5,10,40ミ

リ秒が オプシ ョンとして位置づけ られた。

また,二 次元 の符号化方式については,一 次元 のオプシ ョンと し て 拡 張

し,勧 告案に含め ることとな り,具 体的方式 は今後検討す ることとなった。

2行 政 用 フ ァ クシ ミリ通 信 シス テ ム

郵政省では行政情報通信網(AICON)及 び一般加入電話網において,行 政

機関で用いるのに適 した行政用ファクシミリ通信システムの研究開発を行っ

ている。

行政機関は全国的な規模で,多 量の文書の流通があ り,こ の中には緊急に

連絡を要するもの,同 一文書を各地方局に一斉に発送するものなどがある。

そこでこれらの文書を経済的,効 率的に電送する行政用のファクシミリ通信

システムでは,本 省庁と地方局のように遠距離で通信量の多いところは,短

時間で電送ができ,自 動的に宛先に電送ができ,時 間の指定ができる高速デ

ィジタルファクシミリを用いることが肝要である。そこでこれらの機能を備

えた行政用標準ファクシミリを開発,製 造し,実 用化試験を行ったところ良

好な結果を得た。

しかし,地 方局と県単位機関のように,近 距離で通信量も少ないところは

市販の廉価な中速又は低速のアナログファクシミリを用いるのが経済的であ

る。その代 り,本 省庁と県単位機関の間で通信を行 う場合にはディジタルフ

ァクシミリとアナログファクシミリ間の信号を変換しなければ通信ができな
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いのでこの機能を持つ異種 ファクシミリ間接続装置を開発 した。その試験結

果では実用化の見通 しを得た。

また,同 一文書を各方面に自動的に電送する同報装置も既に開発済みであ

るが,こ の同報装置と異種 ファクシ ミリ間接続装置は同じハードウェアシス

テム構成になるので,こ れらの装置の機能を一体化 した複合装置の開発 も併

せ行っている。

3そ の他の画像通信技術

テレビ電話は,電 電公社により,45年 の万国博に出展された1MHz方 式

の装置に引き続 き開発が進められてきた。特定のある限られた範囲で用いら

れる4MHzの グループタイプの白黒テ レビ電話サービスの試行,ま た,全

国的規模を想定 した1MHz方 式及び4MHz方 式の白黒テレビ電話の試験等

が実施され,更 に各種機能の充実,経 済化の検討が進められている。

テレビ会議は,遠 く相隔たった地点相互間での会議を可能とするものであ

り,乗 り物に乗って会議に出席するための旅行時間 と経費等の節 約 が 図 ら

れ,ま た,省 エネルギーに貢献するため,諸 外国においても種々の開発が進

められている。我が国においても,電 電公社により,45年 度から研究が開始

され,51年5月 からモニタテス トとしてカラーテレビによるテ レビ会議方式

が東京一大阪間において運用 されている。

CCTV(ClosedCircuitTelevision)の 分野では電電公社により,44年 度

から約10kmの 範囲で映像伝送サービスが開始 され,47年 度にはサービス範

囲も20kmに 延長され,カ ラー伝送 も行われるようにな り,交 通管制等の遠

方監視,ホ テルを結んだ外国語有線放送,書 類照会等に利用されている。

更に,51年 度から,大 阪一京都間約60kmをC-60M方 式で結ぶ中距離

サービスも行なわれている。また,ペ ースパンド伝送区間の伝送距離の拡大

を図るため,テ レビ信号等の広帯域伝送に適する広帯域伝送に適する広帯域

対形ケーブルを媒体とするベースパ ンド伝送方式の実用化 も行われた。

また,一 般のテレビ受縁機 とプッシュホン等 とを組み合わせた端末を画縁
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セ ンターと個別に結び,プ ッシ_ホ ン等 からの押 しボ タン操作に よ り
,必 要

な情報を必要 とす るときに テ レビ受像機 に静止画,動 画,音 声 の形で提供で

きる画像応 答方式(VRS:VideoResponseSystem)の 研 究実用化が進 め

られている。

第8節 そ の他 の技術

1電 話 サー ビスの多様化技術

近年の生活水準の向上及び電話の完全充足時代を迎え,電 話サービスに対

する要望は量的なものから質的なものへと変化し,ま すます多様化 ・高度化

してきている。このため電電公社では,効 用が高いもの,公 共性があ り社会

福祉に役立つもの,地 域社会の発展に寄与するものなどを中心に,新 しい電

話サービスの実用化が進められている。

小型軽量で使い易くスピーカ受話機能等新 しい機能を持ち,ス マー トなデ

ザインのミニプッシュホン(701P形 電話機)が 開発され商用に供されてい

る。また,住 宅電話サービスを充実するためホームテレホンに機能及び操作

性の簡素化を施 した新デザイソのホームテレホンF,親 子電話を一層便利に

利用できるよう機能追加するなど改良した新親子電話が開発提供 され て い

る。更に送受話器を手に持つことなく,ス ピーカ・マイクロホンにより通話

のできる拡声電話機の実用化が進められている。

公衆電話サービスの向上を図るため,押 しボタンダイヤル式ボ ックス形公

衆電話機の実用化に続いて,10円 硬貨と100円 硬貨が併用できる卓上形公衆

電話機の開発が進められている。

事業所における電話サービスを充実させるため,蓄 積プログラム制御方式

により各種のサービスが提供できる電子式構内交換装置の実用化が進められ

ている。

社会福祉に役立つものとしては,難 聴者のための電話機シルバーホン(め

いりょう)及 び一人暮らしの老人を対象とした電話装置シルバーホン(あ ん
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しん),並 びに,難 聴者のための公衆電話機が商用に供されている。 引き続

きシルバーホソ(め い りょう)で は,通 話困難な難聴者を対象 とする骨伝導

電話機の実用化が進められている。

一方,電 話局から遠 く離れた比較的需要の少ない過疎地に対 して,経 済的

に電話の充足を可能とする通信方式として,過 疎地域用加入者交換方式,デ

ィジタル加入者線多重化方式,加 入者線搬送方式及びマルチァクセス加入者

線無線方式等の実用化が進められてお り,今 後,加 入区域の拡大等の地域事

情を考慮 しながら適用されていく予定である。

2通 信網の信頼性向上技術

情報化社会の進展に伴い,電 気通信網の役割は社会活動,国 民生活の中枢

神経 として極めて重要なものとなってきている。 このため電気通信網は,よ

り高い信頼性が要求され以下に述べるような種々の技術的検討及び施策が進

め られている。

災害によ り電話局の局内設備が被災した場合,早 急に復旧を図るため,電

子交換方式を用いた大容量可搬形電話局装置の実用化が進められている。ま

た,災 害時等における電話の異常ふくそ うで発生する トラピックの変動に対

して,網 機能が最大限に発揮できるように通過す る トラヒックを制御するト

ラピック制御方式の実用化や災害時における通信の確保を主目的とし,臨 時

回線や離島回線にも使用できる中容量衛星通信方式の研究が進め られ て い

る。

伝送路については,1ル ー ト障害時に羅障回線を他のルー トへ自動的に切

り替えて復旧しうるよう自動切替装置を導入し,多 ルー ト化が進められてい

る。

3国 際通信技術

国際通信の分野においてもディジタル化の情勢にあ り,デ ィジタル伝送方

式 とアナログ伝送方式を円滑に接続する必要性が高まっている。
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トランスマルチ プレクサは,TDM信 号 とFDM信 号 を多重化 レベルで直

接相互変換す る装置 であ り,回 線 レベルで接続す る従来 の方式 に比 し,装 置

の小形化,低 価格化,通 信の高 品質化の点で有利であ る。 この点 か ら 現 在

CCITTに お いて,ト ランスマルチ プ レクサの研究課題が設 けられ,諸 特性

の標準化 に関す る研究が進め られてい る。

国際電 電 も,51年 度 に試作 した24回 線 トランスマルチプ レクサ(24回 線

PCM基 礎 群1群 と12回 線FDM基 礎群2群 とを相互変換)を 用いて諸特性

を評価検討す るた めの実験 を進め,そ の結果に基 づいて,ト ランスマルチ プ

ンクサの勧告化 を早期に実現すべ く,CCITTに 積 極的 に寄与 してい る。

この種 の装置 の勧告化は,デ ィジタル衛星通信交換機等 のデ ィジタル方式

の導入を促進す る一助 とな ることが予想 される。

4ア ンテナ技 術

地上マイクロ波回線や衛星通信回線の発展は極めて著 しく,こ れらの回線

網が過密化 してくるにつれて,有 限の周波数をいかに有効に利用す るか,ま

た各種回線相互間の干渉雑音をどのようにして低減するかが重要な問題 とな

ってきた。

このような問題に対処する最も効果的な方策の一つ として,国 際 電 電 で

は,目 的方向以外への不要な電波放射を極力押えた低サイドローブアソテナ

の研究を進めてお り,オ フセットグレゴリアンアンテナと名づけられた新 し

い低サイ ドローブアンテナを開発 した。

このアンテナは,主 反射鏡にオフセット放物面鏡を,ま た副原射鏡にオフ

セ ットだ円面鏡をそれぞれ用いて構成された,オ フセット双反射鏡 アンテナ

で,開 口面上での,副 反射鏡や一次放射器あるいはそれらの支持柱によるブ

ロッキングがないため,非 常にサイ ドローブの低い特性を有して い う。 更

に,こ のアンテナは,二 つの非対数反射鏡で発生する交さ偏波成分を互いに

打ち消し合わせることが可能なため,交 さ偏波特性に優れてお り,今 後の地

上中継用あるいは衛星通信用等のアンテナとして,最 も有望であると思われ
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る 。

5通 信用電源技術

電気通信サービスの多様化 ・高度化に伴 う通信機器の発展は,高 精度,高

信頼度で大容量の通信用電源の開発を促すとともに,高 密度で小形軽量化を

図った電源機器を要求する傾向にある。

直流供給方式については,現 行の蓄電池浮動方式(-21V,-48V等 を供

給)に 加えて,更 に高精度を要求する負荷に対して,パ ワー トラソジスタ等

を使用 した高効率,小 形,低 騒音のDC-DCコ ンバータを使用 したブース

タ ・コンバータ方式のほか,高 圧直流供給方式の実用化も進められている。

交流供給方式(AC200V等 を供給)に ついては,無 停電,定 周波,定 電圧

等の多様な電源条件に対 し,従 来のスリーエ ンジン,ク レーマ電源等回転形

機器に代えて,サ イリスタ等を採用 した整流装置とDC-ACイ ンバータの

組み合わせによる各種静止形交流電源の実用化が進められている。

また,商 用電源の停電に備えて,各 種の予備電源が設置されているが,こ

のための長時間エネルギー源としては,従 来のディーゼルエンジンのほか,

10,000kVA等 の大容量負荷用 としてガスタービンエンジン等が開発されて

いる。更に,短 時間エネルギー源 としては,鉛 蓄電池が広 く使用されている

が,こ れについて触媒によって電解ガスを水に還元することにより,補 水周

期の延長を図った全密閉形鉛蓄電池の開発が進められている。

更に,省 エネルギー,省 資源あるいは環境保全を図ることができ,商 用電

源を得るのが困難な地域の通信用電源として利用できる新エネルギー変換方

式が脚光を浴びつつある。すなわち,太 陽エネルギーを利用する太陽電池式

電源装置の実用化,風 力エネルギーを利用す る風力発電式電源装置や化学エ

ネルギーを利用 した高効率の燃料電池等の開発が進められ,2次 電池等と組

み合わせて一定電力を供給できる独立した電源システムとして実現されよう

としている。
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6電 離層の観測

電離層の観測は,短 波無線通信回線の設計及び運用上不可欠なものである

が,52年 に打ち上げられた国産最初の静止衛星と な った 技術試験衛星11型

(ETS-∬)「 きく2号 」の電波伝搬実験では,従 来の通念を くつがえして,

マイクロ波通信にも電離層が大きく影響することが判明した。すなわち,宇

宙と地上間の通信において途中に介在する電離層の異常な不規則性による受

信電波のシンチレーションが観測され,そ の影響は,VHF帯 からSHF帯

までの電波に及んでいることが判明した。このような衛星電波の振幅及び位

相の乱れは,高 精度の測距や高速通信に際 して誤差を招 くことは明らかであ

り,今 後の重要な研究課題となった。

長波を利用する電波航法において,電 離層の影響を無視できないことは周

知のことであ り,特 に電離層嵐が起きると,オ ーロラ地域を経由する電波の

位相は激 しく変化 して,航 行中の船舶や航空機の測位に大きな支障を来すお

それがある。

このように,非 常に広い周波数帯にわたって電離層が電波伝搬に与える影

響は大きく,こ のため電離層の観測研究は引き続き行 う必要がある。

53年2月16日 には,国 産の電離層観測衛星(ISS-b)「 うめ2号 」が打ち上

げられ,カ ナダのISIS衛 星 とともに,世 界中の電離層を地上1,000km以 上

の高さから観測 している。地上の多数の固定点観測と衛星による上部からの

移動観測とにより,グ ローバルな電離層の状態が次第に解明されつつある。

国内5か 所(稚 内,秋 田,国 分寺,山 川,沖 縄)の 電離層観測装置は,順

次高性能な新型機と取 り替 えられつつあ り,観 測そのものはほぼ完全に自動

化 されつつある。 しか し,記 録から電離層諸量の読み取 りは,人 力に頼らざ

るを得ないのが現状である。そこで,電 波研究所では観測データの自動読取

りを達成すべ く目下調査 と研究を進めている。

このように,衛 星 と地上からの観測を組み合わせることにより,立 体的に

世界の電離層の状況を監視する努力が続けられている。
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また,国 際磁気圏観測計画(IMS,1976～1979年)に も参加 し,2年 目の

観測を実施してきたが,学 術的に興味ある成果 も得 られ,後 半の成果が期待

されている。

我が国のこの方面での活動は歴史的にも古 く,実 用通信面及び地球物理学

等純学術面の両面への貢献に対 して,諸 外国から寄せられている信頼 と期待

は大きい。

7時 間及び周波数の標準

最近,我 が国でもカラーテ レビの多元同期,ロ ケット追跡ステーションの

時刻同期等諸科学分野において確度の高い時間及び周波数の原子標準器を必

要 とする範囲が多 くなりつつある。このような情勢の下で,郵 政省電波研究

所の原子周波数標準の高確度化はもちろんのこと,時 間及び周波数の精密計

測あるいは校正法,標 準の更に高精度な供給法等の開発がますます重要とな

ってきている。

我が国の時間及び周波数のより高精度原器 として電波研究所に新設 した2

台の水素メーザを,51年 に引き続 き原器 として整備を行い,自 動同調系の製

作を完了 した。また,高 精度実用セシウム標準器の開発のため,実 験装置本

体部の試作を行い,現 在のところ,エ レクトロニクス系の整備をほぼ終了 し

た。

ざらに,電 波研究所では通信,計 測,測 地等の各分野からその実現を期待

されている超高安定発振器の開発実用化を目途 として,51年 度に超伝導空胴

発振器の開発に着手 し,52年 度は同発振器一式の試作を終 り,高 安定度水晶

発振器商基準にその安定度の測定 を行 い,Q値107の 空胴共振器を用いて

2×10噌11を 得た。


